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JCMの基本理念：CDMと類似 
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クレジット創出 
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JCMの特徴とクレジットの課題 

(1) JCMは取引を行わないクレジット制度として開始する。

(2) 両国政府はJCMの実施状況を踏まえ、取引可能なクレ

ジットを発行する制度へ移行するために二国間協議を
継続的に行い、できるだけ早期に結論を得る。

(3) JCMが取引可能なクレジットを発行する制度へ移行した

後に、途上国の適応努力の支援のための具体的な貢
献を目指す。

(4) JCMは国連気候変動枠組条約(UNFCCC)の下での新た
な国際枠組みが発効されるまでの期間を対象とする。

JCMの特徴
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COP21パリ会議は脱炭素化の
分水嶺になる !？ 

１．２０２０年までのGHGsの削減強化と２０２０年か
らの温暖化対策の国際的法的枠組みの決定：長期
目標（気温上昇2℃未満、今世紀中の脱炭素化、
再エネ100％移行） 

２．２０２０年以降の温暖化対策の国別目標案、２０
３０年への目標 

３．方策：化石燃料補助金の廃止、カーボン・プライ
シング、MRV、科学的評価、等々→経済的インセン
ティブを付与する 
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JCMの問題点 

１．取引ではないため、インセンティブの欠如 

２．初期投資に対する補助金(50%) 

３．クレジットに価格がつかない 

   →CDMのビジネスモデルとは相違 

４．すでに実施されているプロジェクトに関す
る追加性はない 

５．国際貢献とJCMクレジットの無効化のみ 
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JCMの会計処理 

１．取引のインフラである会計・税務処理の重
要性とJCMクレジットの「親和性」が問題 

２．ASBJ実務対応報告第１５号「排出量取引の
会計処理に関する当面の取扱い」が唯一 

（平成１６年１１月公表、平成２１年６月改正） 

３．税務上：損金算入 

４．国際会計基準では、審議が中止、却下状態 
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JCMクレジットに関わる企業とそ
の実態 
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JCMの小括と問題点 

 JCMのコスト・パフォーマンスは悪い。 

 JCMクレジットは温対法と自主行動計画しか使えな
い 

 国富の流出の危惧 

 自国に有利な投資をすべし 

 日本の自然資源を有効活用 

 CO2削減量の拡大化 

 カーボンプライシングの必要性 
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自然資本会計の測定と課題 
〜北海道下川町の実態調査からの知見を
中心に〜  

※ これ以降のスライドは、第28回日本社会関連会計学会
全国大会（亜大）（2015.10.24.）での報告用のものであっ
た。 
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問題意識 

Ⅰ． 地方創生（再生、再興）の制度設計への貢献 

         地方消滅、限界集落問題 

         手段：地産地消のエネルギー 

             再生可能エネルギー 

             自然資本の活用、価値測定、創生制度設計   

         目的：雇用の促進、資金の還流 

             エネルギー自立 

             温暖化対策 
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フィールド 自然資本価値化モデル研究の事業化イメージ 
①地方創生のために、地域資源である「自然資本」の付加価値化を図る。 

②企業のサプライチェーンでの自然資本への負荷軽減を図る。 

③自然資本の活用・連携モデルを、企業・地方自治体・日本大学の「産官学」の三位一体

で創造し、国の根本課題解決の一助となす。 

     約９割は森林 

■企業 

自然資本の取組、統合報告書の作成・検証

経済性とCSR、企業価値の向上 

     

■下川町 

自然資本のデータ蓄積・分析・解析 

 先駆的自然資本制度設計の試み 

  

     
 自然資本価値化モデルの構築   

      
自然資本価値化オフセット

双方の問題解決 

 

 

      

国家の根本課題（エネルギー自立、

地方消滅）解決方策の一助 

 

      

■大学 

 学術的研究・ノウハウ・研究蓄積、人材、

信頼性、総合力、社会的貢献 

     

研究成果 

全国展開 

      

地方創生 

 モデル 
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◯H16年度からバイオマス熱供給をはじめ、 
  現在、FITを視野に熱電併給事業を計画： H28年度1000kw規模で実証
試験を行う。1000kwは、町内全消費が2000kwくらいゆえ、半分の世帯は
まかなえる。 
 
◯熱供給は、温泉、役場周辺(4施設)、中学校、病院・小学校、一の橋 
集住化生産施設（２６世帯）、  農業施設、10か所整備され、公共施設の6
割をバイオマス熱供給、 油炊きと比較して、1700万円ほど経費が削減、そ
の半額は基金で設備更新積立。 半額は、子育て(中学生まで医療費無料
化、給食費補助などを行っている)支援。 
 
 
 

下川町のバイオマス発電 
（再生可能エネルギー） 
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下川町の森林吸収 
（排出クレジット売買） 

◯間伐により、1㏊あたり10～20t／CO2がクレジットの発生 
  (成長状況・・・生み出される吸収量の差異がある) 
 
◯森林クレジット１トンを１万円で、福島県登米町で購入 
これは、一種の「故郷納税」のようなもの。 
 
◯下川では、1t／CO2・・20,000円で販売。 
  現在、1億4千万円の資金化をしている。(下川含め4町協議会で) 
 実績として、モアツリーズ(坂本龍一)、日本野球機構、サッポロビール、JCB等 
である。 
 下川の場合、1t／CO2 20,000円としているが、企業と連携協定を締結し、 
クレジット販売だけではなく、連携協定の下で、企業の森での体験(福利厚生)、 
など幅広い活動ができる仕組み作っている。 
 
◯「モアツリーズの森」：初期投資（クレジット販売）２００万円 町有林1ha: 
命名権、年間管理費不要 
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自然資本の価値評価と管理システム 

〔ローカル〕 

〔グローバル〕 ローカル 

（下川らしさ） 
 

グローバル 

（標準） 

１．学術的根拠に基づく評価 

◆CVM・コンジョイントなど 
◆国の算定方法の活用 
   →森林・農地・生物多様性 

２．評価管理システムの構築 

◆自然資本の継続的管理システム 
   →期首±増減＝期末 
◆透明性・信頼性の確保 
  →定義・根拠・公表など 

３．自然資本の活用 
◆資金化（企業のオフセット）→自然資本醸成→供給 

◆国内外の小規模地域・農山村地域への移出 

宣言・条例等 評価管理システム 

〔構成〕 １．下川のスタンス 
◆自然資本宣言 
◆基本条例制定（理念・自然資本の醸成・使用規定） 
◆自然資本会計（経済価値化しストック増減を管理） 
◆環境経済統合報告書公表（域内生産額＋自然資本） 
◆政策プロセスへの組込み（PDCAサイクル） 

２．価値評価 
 ◆住民が価値評価（必要価値・未来へ残す価値など） 

＋ 

ローカル・グローバルのバランス 

２ 

①下川町に存在する「自然資本」（森林・大気・水・生物多様性など）を定量的に価値評価 

②自然資本管理システムを構築し、自然資本を永続的に管理・醸成（指標化・資金化） 

３ 
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経済構造（産連表）＋自然資本→環境経済統合価値評価へ 

水 

農地 

生物多様性 
適性管理 

森林 

総需要 34,176 

内生部門 

 

9,814 

家
計
外
消
費
支
出 

民
間
消
費
支
出 

一
般
政
府
消
費
支
出 

固
定
資
本
形
成
（公
的
） 

固
定
資
本
形
成
（民
間
） 

在
庫
純
増 

移
輸
出 

家計外消費支出 

309 

雇用者所得 

6,851 

営業余剰 

2,340 

消耗減耗引当 

1,757 

純間接税(間接税－補助金) 

474 

移輸入 

12,631 

域内生産額 21,545 移輸入12,631 

中間需要
9,814 

最終需要24,362 

3，980 

889 

236 

中
間
投
入 

域
内
生
産
額 総

供
給 

34,176 

（百万
円） 

（百万
円） 

〔投入・産出構造〕 

☆域内生産額は215億円 

☆生産活動を行うために使用した原材料額は98億円で、粗付加価値額は117億円 

☆域際収支は52億円移入超過（貿易赤字）※移輸出74億円-移輸入126億円 

☆この移輸入超過分は域外へマネー流出 

〔各産業生産額・域際収支〕 

☆域際収支黒字は「林産業」と「農業」（移輸出額の６８％） 

☆域際収支赤字は「石油等製品」は△7.5億円、「電力」は△5.2億円など 

〔投入・産出構造〕 〔各産業生産額・域際収支〕 

（出典）「環境・地域経済両立型の内生
的地域格差と地域雇用創出、その他施
策実施に関する研究」（岡山大学・高知
大学・南山大学・エックス都市研究所） 

域内生産額 移輸出計 移輸入計 域際収支

農 業 2 ,625 2 ,393 -606 1 ,787

林 業 541 440 -803 -363

漁 業 0 0 -65 -65

鉱 業 0 0 -62 -62

食 料 品 製 造 業 489 248 -1,237 -990

繊 維 工 業 製 品 0 0 -180 -180

製 材 ・ 木 製 品 2 ,758 2 ,652 -335 2 ,317

木 質 バ イ オ マ ス 10 0 0 0

削 減 ク レ ジ ッ ト 2 2 0 2

ク レ ジ ッ ト サ ー ビ ス 0 0 0 0

家 具 ・ 装 備 品 0 0 -50 -50

パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 0 0 -116 -116

印 刷 ・ 製 版 ・ 製 本 31 19 -77 -58

化 学 14 8 -623 -615

石 油 ・ 石 炭 製 品 0 0 -745 -745

ゴ ム 製 品 0 0 -44 -44

なめし革 ・ 毛皮 ・ 同 製品 0 0 -34 -34

窯 業 ・ 土 石 製 品 0 0 -204 -204

鉄 鋼 0 0 -124 -124

非 鉄 金 属 0 0 -46 -46

金 属 製 品 34 16 -331 -316

一 般 機 械 0 0 -157 -157

電 気 機 械 0 0 -410 -410

輸 送 機 械 0 0 -367 -367

精 密 機 械 0 0 -67 -67

そ の 他 の 製 造 品 0 0 -293 -293

建 設 3,623 0 0 0

電 力 119 0 -522 -522

商 業 1,704 461 -1,543 -1,082

金 融 ・ 保 険 206 1 -574 -573

不 動 産 1,508 11 -141 -130

運 輸 590 201 -733 -532

通 信 ・ 放 送 453 33 -39 -5

調 査 ・ 情 報 サ ー ビ ス 67 35 -287 -251

公 務 2,042 0 0 0

教 育 ・ 研 究 740 20 -147 -127

医療・保健・社会保障・介護 1,645 0 -130 -130

そ の他 の公 共 サー ビ ス 424 225 0 225

対 事 業 所 サ ー ビ ス 790 225 -777 -552

娯 楽 サ ー ビ ス 0 0 -258 -258

飲 食 店 401 61 -181 -120

その他の対個人サービス 573 365 -320 45

事 務 用 品 27 0 0 0

分 類 不 明 127 1 -3 -2

域 内 生 産 額 21 ,545 7 ,417 -12 ,631 -5 ,214

21,545 

11,731 

粗
付
加
価
値 
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自然資本価値 
（全体） 

下
川
町
自
然
資
本
（森
林

等
） 

供給サービス 
（原材料、バイオマス等） 

調整サービス 
（CO2、洪水防止等） 

生息地サービス 
（生物多様性保全等） 

文化的サービス 
（景観、レクリエーション等） 

自然資本もたらすサービス種類 

代替法 

価値評価手法 

トラベルコスト法 
（TCM） 

仮想市場評価法 
（CVM） 

コンジョイント 
分析 

各
種
サ
ー
ビ
ス
毎
に
経
済
価
値 

評
価
手
法
を
適
用
し
て
評
価 町民が評価する

経済価値 

町外企業が評価
する経済価値 

価値の区分 

専門家助言 

自然資本価値全体
を管理するための
地域環境会計シス
テムを検討 専

門
家
の
助
言 

自然資本に関するオ
フセット制度等を検討 

下川町豊かさ指標へ
の活用方策を検討 

豊かさ指標への活用 
（町民アンケート等の活用） 

 

＜自然資本に関するオフセット制度のイメージ＞ 

２０１４年度運用のための制度設計 

純ベネフィット（便益－費
用） 

自然資本に 

かける費用 

（行政コス
ト） 

自然資
本の状
態変化 

自然資本 

価値の変
化（便
益） 

行政施策費用対効果等の判断活用等 

自然資本 

評価手法 

自然資本管理の地域環境会計の範囲 

＜自然資本管理の地域環境会計の範囲活用イメージ＞ 

町外企業からの追加的投資（CSR等） 

自然資本価値増加のうち企業寄与分の提供 

２０１３年度制度設計 

町外企業
評価分 

町民評価 

自然資本の見える化  ～生態系サービス評価～ 
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結論と今後の課題 
①地方の特性（財政、産業、天候、地形）を考慮し、再生可能
エネルギーの選択→自然資本価値のモデル化 

②自然資本会計を産業連関表の中に組み込み、国民経済計
算（財政支出、減税効果、公共投資の経済測定等）にも活用
できる。（下川モデル） 

③そもそも自然資本の測定には、財務会計レベルでの信頼性
を担保することは難しいし、また担保される必要もない。（そも
そも信頼性よりも情報開示を重視している） 

④地方に資金を還流できるような、自然資本価値モデルの設
計が不可欠（「研究のための研究」では、自治体からの情報提
供は難しい） 
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⑤森林吸収、木質バイオマス発電からの CO2削減へ５００
億円「地方交付税」 

⇒自治体支援⇒地方創生につながる 

「日本経済新聞」2016年1月21日（夕刊） 

⑥JCMは排出権の取引を認めないCDMである。しかし、コス
ト・パフォーマンスが非常に悪く、しかもなかなか普及してい
ない。しかも、国富が海外に流出する。ならば、国策として
の地方創生に還元できる森林吸収等からのCO2削減を優

先させるべきではないだろうか。   
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資料の出所 

 スライド2-5 
http://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/glob

al_warming/1602_JCM_JP.pdf 

 スライド14背景写真：下川町HP 

 スライド17-21： 下川町資料 
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